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異議申立てに対する決定について（答申） 
 
 平成２５年７月２６日付け○○第２４２号による下記の諮問について、別添

のとおり答申します。 
 

記 
 諮問第５２３号及び第５２４号 
 平成２５年６月２７日付けで異議申立人から提起された、平成２５年５月２

日付け○○第１０４号及び第１０５号で行った行政文書不開示決定に係る異議

申立てに対する決定について 
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諮問第５２３号 
  第５２４号 
 

答   申 
 
第１ 審査会の結論 

１ 千葉県教育委員会（以下「実施機関」という。）は、平成２５年５月２

日付け○○第１０４号で行った行政文書不開示決定（以下「本件決定１」と

いう。）のうち「②証拠書類」を不開示とした決定を取り消し、○○○○高

等学校（以下「○○○○高校」という。）女子テニス部（以下「テニス部」

という。）平成２３年度会計証拠書類（以下「本件文書１」という。）につい

て開示決定等をすべきである。 

２ 実施機関は、平成２５年５月２日付け○○第１０５号で行った行政文書

不開示決定（以下本件決定１と併せて「本件決定」という。）のうち「②証

拠書類」を不開示とした決定を取り消し、テニス部平成２４年度会計証拠書

類（以下本件文書１と併せて「本件文書」という。）について開示決定等を

すべきである。 

３ 実施機関のその余の決定は妥当である。 

 
第２ 異議申立人の主張要旨 

異議申立人の主張要旨はおおむね以下のとおりである。 
１ 異議申立ての趣旨 

本件決定を取り消すとの決定を求める。 
２ 異議申立ての理由 

本件決定は次のとおり違法である。 
（１）開示請求に係る行政文書は、教育長が学校長に対し「千葉県立学校私

費会計取扱要綱」（以下「取扱要綱」という。）において、その作成及び

５年間保存することを規定している。当該行政文書を規定に違反して作

成を怠り、また廃棄することは違法である。 
（２）○○○教員（以下「○○教諭」という。）がこれまでテニス部部員から

集金したお金について合理的説明、つまり保護者に対して取扱要綱に基

づく説明は全くされていない。 
 領収書のないガソリン代、謝礼、飲食代金など、○○教諭の記憶によ

る経費精算を会計報告として保護者に受入強要する対応は問題である、

改善すべきである。 
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第３ 実施機関の説明要旨 
実施機関の説明要旨はおおむね以下のとおりである。 

１ 行政文書開示請求について 
異議申立人は実施機関に対し、平成２５年４月１日付けで以下の行政文

書開示請求を行った。 
（１）「取扱要綱第４条第３項の規定に基づき、出納責任者が校長に報告した

①諸帳簿、②証拠書類、③その①～②の点検結果の報告書、この３件を

開示請求する。上記開示請求の範囲は、平成２３年度（平成２３年４月

１日～平成２４年３月３１日）の期間のテニス部とする。」 
（２）「取扱要綱第４条第３項の規定に基づき、出納責任者が校長に報告した

①諸帳簿、②証拠書類、③その①～②の点検結果の報告書、この３件を

開示請求する。上記開示請求の範囲は、平成２４年度（平成２４年４月

１日～平成２５年３月３１日）の期間のテニス部とする。」（以下上記（１）

と併せて「本件請求」という。） 
２ 本件決定について 

本件請求に対して、実施機関は本件請求に係る行政文書を保有していな

いとして、本件決定を行った。 
３ 本件決定の理由について 
（１）異議申立人が指摘するとおり、取扱要綱においては、請求書等の支出

証拠書類等を作成し、５年間保存することを規定しているところ、本件

請求を受けてテニス部会計において該当する文書を検索したが存在せず、

取扱要綱の規定に違反して作成を怠っていたことが認められた。そのた

め、当該文書を保有していないことから本件決定を行ったものである。 
（２）県立学校の私費会計事務を所掌する実施機関においては、当該学校に

おける私費会計に関する取扱いを再確認し、当該学校に対し今後の事務

処理について、取扱要綱に則って行うよう改めるとともに、過去の書類

についても可能な限り再整備を行うよう指導したところであり、当該学

校においても指導に従い改善を進めていく所存である。 
（３）県立学校における私費会計事務の取扱いに係る内部事務規範である取

扱要綱違反は認めるところであり上記（２）のとおり改善を進めるが、

物理的に書類を保有していないので、本件決定を取り消しても開示する

ことはできない。 
（４）その他の主張について、本件決定に対してなんら影響を与えるもので

はない。 
 
第４ 理由説明書に対する異議申立人の意見書について 
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異議申立人から提出された意見書の内容は、おおむね以下のとおりであ

る。 
１ 本件請求の趣旨について 

テニス部の顧問○○教諭の要求に従って、私は数十万円の現金を○○教

諭へ支払った。 
この○○教諭に現金を支払った保護者としては、その使途が目的に沿っ

て適正に支出されたかを確認するために本件請求を行った。 
２ 校長の義務 

取扱要綱の中では、部活動の徴収金に関して、「校長は、責任者としてす

べての私費会計に係る事務処理を統括し、所属職員を指揮監督する。」と取

扱要綱第３条に規定され、第４条第３項及び第４項では金銭などの諸帳簿の

作成と保管を規定したうえで、第７項には文書主義、第８条では５年間の保

存義務を規定している。 
したがって、テニス部の一部の保護者から数十万円に達するテニス部活

動費を徴収した事実が記載された、取扱要綱に基づく、支払者名である保護

者などの個人情報を記載した記録、行政文書を開示する義務が校長にはある。 
３ 実施機関作成の理由説明書において、取扱要綱の規定に違反して作成を怠

ったと認められるため文書を保有していない旨の記載があり単純な行政手

続の怠慢を理由としている。 
 しかし、取扱要綱においては金銭などの諸帳簿の作成・保管等を規定して

いるので、上記の説明は取扱要綱に違反している。 
 校長は誰から集金したものかも記録確認せずにそれぞれの会計処理を決

裁したとの説明が事実であれば、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

に違反する。 
 
第５ 審査会の判断 

当審査会は、異議申立人の主張及び実施機関の説明並びに本件文書をも

とに調査審議した結果、次のとおり判断する。 
１ 本件請求及び本件決定について 

本件請求及び本件決定は第３の１及び２のとおりである。 
２ 本件決定の妥当性について 
（１）本件請求について、実施機関に説明を求めたところ、取扱要綱第４条

第３項による、出納責任者による校長への諸帳簿及び証拠書類の点検結

果の報告（以下「点検結果報告」という。）が、テニス部会計においては

行われていなかったため、本件決定を行ったとのことである。 
 本件請求に係る文書のうち、諸帳簿及び証拠書類は、実施機関の作成
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する県立学校私費会計取扱マニュアル第１章の３（１０）において、「諸

帳簿及び証拠書類等は、原則として、５年間保存するものとする」と規

定されており、文書での保管が前提とされているため、実施機関に作成

義務のある文書と認められる。 
 そして、実施機関が説明するとおり点検結果報告がなかったとしても、

上記のとおり諸帳簿及び証拠書類は実施機関において作成義務があるこ

とから、実施機関は点検結果報告の前段階として諸帳簿及び証拠書類を

保有すべきものである。 
 よって、テニス部に関する平成２３年度及び平成２４年度の諸帳簿及

び証拠書類については、点検結果報告の有無を問わず、本件請求の対象

に含まれると解するのが相当である。 
 そこで、当審査会は実施機関に対し、テニス部に関する平成２３年度

及び平成２４年度の諸帳簿及び証拠書類の探索を求めたところ、本件文

書が確認された。したがって、実施機関は、本件文書についても特定の

上、開示決定等をすべきである。 
（２）また、本件文書以外にテニス部会計として整理保管する諸帳簿が存在

すべきであるが、実施機関は取扱要綱に違反し作成していなかったとの

ことであり、これを覆すに足る事情も見出せないことから、実施機関の

事務処理には問題があるが、本件請求に係る本件文書以外の文書を保有

していないことについては、結果として是認せざるを得ない。 
（３）本件請求に係る文書のうち、点検結果報告書については、上記（１）

のとおり○○○○高校においては、出納責任者が校長に点検結果報告を

していないとのことであった。   
 当審査会は実施機関に対し改めて探索を求めたがその存在を認めるこ

とができず、取扱要綱においては点検結果報告を文書で行うべき旨の記

載がないことに鑑みれば、事務処理上の適否はともかく、点検結果報告

書を保有していないという実施機関の主張はこれを認めざるを得ない。 
３ 異議申立人のその余の主張について 

異議申立人は、その他種々主張しているが、当審査会の判断に影響を及

ぼすものではない。 
４ 結論 

以上のとおり、実施機関は、本件決定のうち「②証拠書類」を不開示と

した決定を取り消し、本件文書について開示決定等をすべきであるが、その

余の部分については、実施機関の決定は妥当である。 
    

 



5 
 

第６ 審査会の処理経過 

当審査会の処理経過は、別紙のとおりである。 
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別 紙 

 

審 査 会 の 処 理 経 過 

 

年  月  日 処  理  内  容 

平成２５年７月２６日 諮問書の受理 

平成２５年９月１３日 実施機関の理由説明書の受理 

平成２５年１０月２１日 異議申立人の意見書の受理 

平成２７年９月３０日 審議 

平成２７年１０月２９日 審議 

平成２７年１１月２５日 審議 

平成２７年１２月２４日 審議 

平成２８年２月２４日 審議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千葉県情報公開審査会第２部会 

 

氏  名 職 業 等 備 考 

泉  登茂 子 公認会計士  

木 村 琢 麿 千葉大学大学院専門法務研究科教授  

荘 司 久 雄 城西国際大学非常勤講師 部会長 

鈴 木 牧 子 弁護士 部会長職務代理者 

                 （五十音順） 


